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概要 本研究では、自然言語処理技術によりイデオロギー別に文章を分類するシステムを構

築する。これまで筆者らは、全国紙を発行する新聞社の社説を教師信号とする手法を提案し

てきたが、本研究ではイデオロギーの左右を峻別する指標として政党の左右に着目する。国

会議事録内の発言を機械学習させ教師信号とし、それらへの類似性をもとに文章を分類する

ことを試みる。また国会議事録中の発言と新聞社説を相互に学習・判定させることによって、

政党の主義主張と新聞の論調との関連性を検証し、各新聞社がどの政党と類似した政治志向

を有するかを検証する。 
 

1. はじめに 

これまで、自然言語処理技術により、文章をジ

ャンル別に分類する研究は多く行われている。し

かし、同じ政治というジャンルに属する文章でも、

書き手の主義主張によって内容は大きく異なる。

そうした政治的イデオロギー別に文章を分類した

いという欲求も、知識人層には存在する。だが実

際にはそのような分類を試みる研究はほとんど行

われていない。その理由として、イデオロギーを

測る客観的指標が得にくいことがある。 
筆者らは、これまで全国紙を発行する新聞社の

社説を教師信号とする手法を提案してきた[1][2]。
しかし、新聞社の論調の違いは必ずしも全ての人

にとってイメージできるものではない。 
そこで本研究では、イデオロギーを測る客観的

指標として政党の左右に着目する。主要な日本の

政党は、左から右へ順に「共産党」「社民党」「民

主党」「公明党」「自民党」と一般的に認識されて

いる[3][4]。そこで、国会議事録に収められたこれ

らの党に属する議員の発言を教師信号とし、文章

をイデオロギー別に分類することを試みる。そし

て、その分類の正当性を学習の結果得られたパラ

メータおよびクロスバリデーションの正答率で評

価を行う。さらに、国会議事録を学習した結果得

られた判別プログラムに各新聞社の社説を入力し、

それぞれの新聞社がどの政党と類似した政治志向

を有するかについて評価を行う。 
本論文の構成は次の通りである。まず、2 章で実

験に用いたシステムについて説明し、3 章で実験の

説明と考察を行い、4 章でまとめを述べる。 

2. システムの概要 

本研究では、形態素解析ツールとして、ChaSen
を用いる[5]。まず ChaSen を用い、電子化されて

いる複数の文書データを形態素解析し、単語・熟

語・末尾表現の 3 つの素性を抽出し、それらから

学習データ及びテストデータを作成する。 
学習データを元に、機械学習のプログラムで文

章の特徴を学習し、テストデータを元にシステム

の精度を算出する。機械学習には最大エントロピ

ー法を用いる[6]。システムの概要を図１に示す。

最大エントロピー法のプログラムとしては

maxent を利用する[7]。 
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図１ システムの概要 
 
単語は名詞と動詞に限った。熟語は名詞が 2 つ

以上連なったもの及び形容詞が係る名詞とした。

例えば、「アジア的優しさ」ならば、「アジア」：名

詞、「的」：名詞、「優し」：形容詞、「さ」：名詞、
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といったように ChaSen で分解されるが、それぞ

れが名詞、もしくは形容詞で、しかも名詞で終わ

っているため、熟語と判定され、素性となる。ま

た、末尾表現は、句点｢。｣から逆に数えて文字数

3~7 個までの部分を採用した。 
また、新聞の社説をテストデータにする場合、

漢数字を使う新聞社とアラビア数字を使う新聞社

が混在するという問題がある。このような表記法

の違いはイデオロギーとは全く関係ないが、数字

の使用頻度が極めて高いこともあって、判定結果

に大きな悪影響を与える。そこで、本研究の実験

では学習データから数字を含む素性はすべて排除

している。 
 

3. 国会議事録 

3.1 国会議事録の分析 

本研究では 1999 年の第 145 回から 2008 年の第

169 回までの衆議院・参議院の議事録を国会会議録

検索システム[8]より入手し、学習データに用いる。 
議事録の構造は図２のようになっている。学習

においては、それらの発言をある一定の単位でま

とめて整理しなければならない。本研究では号１

つ、つまりある日の委員会 1 日分の中の、発言者

○○さんの発言すべてを 1 つの単位（新聞社説を

学習するときの社説１つ分に対応）とする。 
 

• 第1回

• 第169回 ┳ 参議院
┗ 衆議院

┣ 予算委員会 ━┳ 第1号
┣ 外務委員会 ┣ 第2号

• 号１つ（ある日の委員会）の中の、○○さんの発言
すべてを1セットとして扱う。（社説１つ分に相当）

～

・・・
・・・

図２ 国会議事録の構造 
 
3.2 学習データの作成 

国会議事録検索システム内のデータには、会議

での発言者とその所属政党を結びつけるデータベ

ース的な情報は用意されていない。だが発言者の

政党タグ付けは、政党別の左右を学習するには必

須である。そこで、議事録内での「質問者」がそ

の日の最初の登場時に自らの所属と名前を述べる

ことに注目する。（図３） 
 

 

図３ 安全保障委員会の一部 
 
この登場時の１行目の発言を ChaSen で形態素

解析し、その中の単語に「日本共産党」「社民党（社

会民主党）」「民主党」「公明党」「自民党（自由民

主党）」のいずれか１つだけ存在した場合に、その

党名で発言者と発言をタグ付けし抽出する。 
また、質問者の名前に付く肩書きは、「君」「委

員」「議員」「分科員」等になる。これ以外の「大

臣」「参考人」「委員長」「政務官」「政務次官」「事

務総長」「事務次長」「官房（副）長官」「政府委員」

が含まれる場合は排除し、学習には議事録内での

「質問者」に限ることにする。最終的に抽出され

た発言の件数は 35,456 件になる。 
抽出した発言の件数を政党別に見てみると、「共

産 6,016」「社民 4,058」「民主 13,649」「公明 5,041」
「自民 6,692」となった。 
また、発言 1 件に含まれる文字数について、500

文字間隔での頻度分布を図４に示す。 
学習する際に、党によって発言の件数に差が大

きいと、判定結果が件数の多い政党に近づいてし

まう。そこで本研究の実験では、学習に採用する

発言の文字数を 500~10,000 文字に限定し、一番件

数の少ない社民党にあわせて、各党 3980 件の発言

をランダムに選び、これらを学習データに採用す

る。 
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図４ 発言文字数の分布（5 党の合計） 

 
3.3 判定精度の検証実験 

「共産」「社民」「民主」「公明」「自民」それぞ

れ 3,980 件の発言を学習し、10 分割のクロスバリ

デーションにて判定精度の検証を行ったところ、

結果は 92.1％という異常に高い正解率となった。 
判定システムがどういった素性を手がかりにし

て政党別に発言を分類しているかを見てみるため、

政党別に判定に大きな影響を与えた上位の素性を

いくつかピックアップしてみる。（表１） 
 

表１ 判定に影響を与えた素性の一部抜粋 

新しい憲法庶民国連中心主義朝日新聞侵略戦争

国防防衛均等待遇非核ＡＳＥＡＮ

経済革命農業政策イラク戦争男女共同参画

法治国家伝統安全保障上沖縄賃金

日本国民ＰＫＯ労働時間差別日弁連

国益児童秩序原発労働者

宗教外国人慣習労働経団連

国際社会与党分権辻元清美です。破壊

我が国連立ＥＵ福島瑞穂です。社会保障

地元神崎無所属クラブ護憲連合日本国憲法

自由民主党改革クラブ新緑風会社会民主党日本共産党

自民党公明党民主党社民党共産党

 
思想を反映している素性も多くみられるが、発

言者の所属や名前を含む素性もかなり存在し、こ

れが判定を単純化させ悪影響を及ぼしていると考

えられる。 
そこで党名・所属・人名を含む素性をできる限

り排除して判定精度の再検証を行った。末尾表現

は、素性に採用する際に形態素解析していないた

め上で挙げた素性の排除が難しいことや、新聞の

社説をテストする際、議事録の「ですます」調と

社説の「である」調の違いのために有効な素性と

して機能しないと考えられるため排除した。 
再度同様の条件にて判定精度を見てみたところ、

正解率は 76.8%となった。各政党別に、どの政党

の発言と分類されたかの割合を図５に示す。図の

上から順に、共産党の発言をテストした場合、次

が社民党の発言の場合を意味し、グラフの部分が

学習結果によってどの政党の発言と判断されたか

の件数の割合を示している。 
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図５ クロスバリデーションの結果 党別正解率 
 
共産党や社民党のような独自色の強い政党は正

解率が高い。特に共産党は 93％の正解率を誇って

いる。対照的に民主党は 65%という一番低い正解

率であった。これは、民主党が旧社会党系の議員

から旧自由党系の議員までを抱えており、党とし

てイデオロギー的統一感が弱いことを考えると、

妥当の結果と言えるかもしれない。 
全体を俯瞰すると、正解である自党から離れた

位置にいる党ほど、判定されている割合が少なく

なっている傾向が見られる。前提としていた各政

党の左右の定義に沿っている結果だと言えよう。 
 
3.4 新聞の社説と政党の関連性 

5 政党の議事録の発言を学習したシステムに、新

聞の社説をテストにかける実験を行った。一般的

に日本の大手新聞社は、朝日新聞・毎日新聞がリ

ベラル・左派、日本経済新聞が中道、読売新聞・

産経新聞が保守・右派と位置付けられているおり

[9]、これによって各新聞社の思想がどの政党とよ

り関連性があるかを検証することができる。 
使用する新聞の社説は、記事データベースから

取得した毎日・日経・読売の 1999~2005 年分、お

よび朝日は 2006~2007 年分[10]、産経は 2007/6 ~ 
2008/8[11]である。結果を図６に示す。図の一番上

の朝日から産経まで、下にいくほど右側の新聞社

のテスト結果になっており、グラフの部分が、学

習結果によってどの政党の発言と判断されたかの

件数の割合を示している。 
右寄りの新聞社ほど、自民党・公明党に近いと
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判定されている割合が多い傾向が見られる。新聞

の社説や議事録の政党別発言がうまく思想を反映

している結果と考えられる。 
ただし、どの新聞社も右派政党より左派政党の

ほうの割合が大きい、これは、マスメディアが全

体的に左傾していることを示唆しており、多くの

人の直感的印象に沿う結果と言えよう。また、読

売新聞が保守・右翼系でありながら共産党と判定

された割合が５社で一番大きいのも興味深い結果

と言える。 
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図６ 新聞社の判定結果の比較 
 

3.5 しんぶん赤旗 

日本共産党が発行する機関紙「しんぶん赤旗」

をテストデータとする実験を行った。最も左寄り

の文章である赤旗の判定結果を見ることで機械学

習の精度が確認できると期待される。 

2005年 2月から2008年 9月までのWeb上のしん

ぶん赤旗[12]の、社説に該当する「主張」（計 1314

件）を、国会議事録を学習したシステムに入力し

判定を行った結果を表２に示す。正解率は非常に

高いものとなり、本システムの有効性が示された。 

 

表２ しんぶん赤旗のテスト結果 

共産 社民 民主 公明 自民

1226 61 17 0 10 

 

3.6 主観評価 

判定システムの示す結果がどの程度妥当である

かを調べるため、政治的話題に明るい大学教員Ｋ

氏に協力を得て主観評価実験を行った。Ｋ氏は自

らを自民党と民主党の中間的な立場と自己分析し

ている。Ｋ氏が過去に書き溜めた時事問題や社会

問題に関するエッセイをテストデータとして計

108 件入力したところ、40 件が民主党、38 件が自

民党と判定された。7割以上を自民・民主両党が占

め、両党ではその数が拮抗していることから、Ｋ

氏の自己分析に近い判定結果が得られたと言える。 

次に、それぞれのエッセイについて、出された

判定結果がどの程度妥当であるかをＫ氏本人に 4

段階で評価してもらったところ、「正当 39」「許容

36」「やや不当 18」「不当 15」との主観評価が得ら

れた。「正当」、「許容」と評価されたものが全体の

７割程度となっている。「やや不当」「不当」と評

価された文章についてＫ氏の見解を聞いたところ、

ある党の主張を引用しながら批判している文章が、

批判対象の党と判定される傾向があるとのコメン

トが得られた。こうした判定を回避する新たな対

策を盛り込むことが今後の課題となる。 

 

4. おわりに 

本研究では、政治的イデオロギーを測る客観的

指標として国会の議事録に着目し、これらとの類

似性をもとに文書のイデオロギー別分類を試みた。

また、学習結果に基づき政党と新聞社の関連性を

検証し、この手法によって言論のイデオロギー別

分類が可能であることを示唆する良好な結果が得

られた。 
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